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（ ）

１　法人の所有する不動産を活用して行う貸ビル
２　駐車場の経営
３　公共的、公共的施設内の売店の経営

（ ）

１　介護保険、障害福祉サービス等における低所得者の利用者負担減免
２　地域の単身高齢者等を対象とした見守り・配食サービス等の実施
３　地域の単身高齢者等を対象とした各種相談事業の実施
４　災害時における各種支援活動の実施
５　貧困・生活困窮者等を対象とした住宅の斡旋、食事提供等の生活支援の実施
６　他法人との連携による人材育成事業

（ ）

　　地域支援事業を市町村から受託する事業

７　その他

１６　その他

収益事
業

その他
の事業

公益事
業

種類（番号を記載）

４　日常生活を営むのに支障がある状態の軽減又は悪化の防止に関する事業
５　入所施設からの退院・退所を支援する事業

１　必要な者に対し、相談、情報提供・助言、行政や福祉・保健・医療サービス事業者等との連絡調整を行う等の事業

９　社会福祉の増進に資する人材の育成・確保に関する事業（社会福祉士・介護福祉士・精神保健福祉士・保育士・コミュニケーション支援者等の養成事業等）

１２　介護保険法の居宅サービス事業、地域密着型サービス事業、介護予防サービス事業、地域密着型介護予防サービス事業、居宅介護支援事業、介護予防支援事業、介護老人保健施設、

６　子育て支援に関する事業
７　福祉用具その他の用具又は機器及び住環境に関する情報の収集・整理・提供に関する事業
８　ボランティアの育成に関する事業

１０　社会福祉に関する調査研究等

１５　公益的事業を行う団体に事務所等として無償又は実費に近い対価で使用させるために会館等を経営する事業

１３　有料老人ホーム

種類（番号を記載） 施設名・事業所名 所在地 事業開始年月日 事業規模（定員）

２　必要な者に対し、入浴、排せつ、食事、外出時の移動、コミュニケーション、スポーツ・文化的活動、就労、住環境の調整等を支援する事業
３　入浴等の支援が必要な者、独力では住居の確保が困難な者等に対し、住居を提供又は確保する事業

種類（番号を記載）

１１　事業規模要件を満たさないために社会福祉事業に含まれない事業

４　その他

施設名・事業所名 所在地 事業開始年月日

１４　社会福祉協議会等において、社会福祉協議会活動等に参加する者の福利厚生を図ることを目的として、宿泊所、保養所、食堂等を経営する事業

事業規模（定員）

施設名・事業所名 所在地 事業開始年月日 事業規模（定員）



Ⅲ 組織
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監査年月日 監査報告の有無監査者 指摘事項 改善事項

決議事項

平成26年度初月保育園 施設会計・本部会計・歳入・歳出、決算報告並びに保育事業報告。保育園の近況報告。

高知市の監査報告。高知市民間保育保育士等処遇改善費 運営規定の件。平成27年度補正予算書（案）。

保育園の近況報告。
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施設長

理事会
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施設名 氏名

評議員
会
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常勤専従

出席者数 書面出席者数

法令等に定める資格の有無

換算数

常勤兼務

志村眞弓初月保育園

定員 現員

換算数

1 1

7

8

7

8

平成13年4月1日

出席者数 監事出席の有無

就任年月日

保育園の近況報告。

平成28年３月29日 8 8 有 平成27年度初月保育園 歳入・歳出、３月補正予算書（案）。平成28年度初月保育園 歳入・歳出、当初予算書（案）
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Ⅳ 資産管理 平成 年3月31日現在28

805.04㎡ 120,440

所在地 面積 評価額（千円）

高知市南久万５８－２
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Ⅴ その他

授産会計基準

28平成

年3月31日現在28平成

費用（千円）

社会福祉法人
新会計基準

社会福祉法人
旧会計基準

経理規程準則

指定介護老人
福祉施設等会
計処理等取扱

指導指針

訪問看護会
計・経理準則

介護老人保健
施設会計・経

理準則
病院会計準則 企業会計基準 その他

費用（千円）

就労会計基準

○

費用（千円） 費用（千円）
受審施設・事業所名

年度平成 平成 年度 平成 年度

事業活動計算書(事業活動収支計算書)

公表方法（予定） 公表時期（予定）
資金収支計算書

費用（千円） 費用（千円） 費用（千円） 費用（千円）

法人HP
事業報告書 役員報酬規程 第三者評価結果 苦情処理結果

7～9月 法人HP

準拠し
ている
会計基

準

第三者
評価

公認会計士

情
報
公
開

指摘事項

新聞

外
部
監
査

インターネット

監査法人

税理士

その他

インターネット

広報誌

広報誌

新聞

法人HP

法人HP

前々年度の財務諸表

貸借対照表 資金収支計算書

所轄庁HP 所轄庁HP 法人HP

事業活動計算書
(事業活動収支計算書)

前年度の財務諸表
貸借対照表

公表方法（予定） 公表時期（予定）

年度 平成

7～9月

平成 年度 平成 年度

7～9月

平成

所轄庁HP
公表方法（予定） 公表時期（予定）

年4月1日現在

年度 平成 年度

定款 役員名簿 評議員名簿 財産目録 事業計画書



第1号の1様式

資金収支計算書
（自）平成 27 年  4 月  1 日　（至）平成 28 年  3 月 31 日

社会福祉法人名　社会福祉法人初月保育園運営協議会
（単位：円）

保育事業収入 088,173,311 018,537,411 039,363,1-

借入金利息補助金収入 209,46 215,18 016,61-

経常経費寄付金収入 000,57 000,57 0

受取利息配当金収入 000,02 070,91 039

その他の収入 038,096 394,327 366,23-

事業活動収入計(1) 216,222,411 588,436,511 372,214,1-

人件費支出 651,499,08 133,253,08 528,146

事業費支出 520,305,81 985,310,81 634,984

事務費支出 035,792,8 520,971,8 505,811

支払利息支出 215,18 215,18 0

その他の支出 038,836 012,046 083,1-

事業活動支出計(2) 350,515,801 766,662,701 683,842,1

事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2) 955,707,5 812,863,8 956,066,2-

施設整備等補助金収入 007,962,3 007,962,3 0

施設整備等収入計(4) 007,962,3 007,962,3 0

設備資金借入金元金償還支出 007,962,3 007,962,3 0

施設整備等支出計(5) 007,962,3 007,962,3 0

施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5) 0 0 0

その他の活動収入計(7) 0 0 0

積立資産支出 070,936,5 484,836,5 685

その他の活動による支出 0 602,601- 602,601

その他の活動支出計(8) 070,936,5 872,235,5 297,601

その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8) 070,936,5- 872,235,5- 297,601-

予備費支出(10)
0

0
― 0

当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10) 984,86 049,538,2 154,767,2-

前期末支払資金残高(12) 754,609,62 754,609,62 0

当期末支払資金残高(11)+(12) 649,479,62 793,247,92 154,767,2-

事
　
業
　
活
　
動
　
に
　
よ
　
る
　
収
　
支

施
設
整
備
等
収
支

そ
の
他
活
動
収
支

収
入

支
出

収
入

支
出

収
入

支
出

勘定科目 予算(A) 決算(B) 差異(A)-(B) 備考



第2号の1様式

事業活動計算書
（自）平成 27 年  4 月  1 日　（至）平成 28 年  3 月 31 日

社会福祉法人名　社会福祉法人初月保育園運営協議会
（単位：円）

保育事業収益 018,537,411 067,726,601 050,801,8

経常経費寄付金収益 000,57 000,03 000,54

サービス活動収益計(1) 018,018,411 067,756,601 050,351,8

人件費 518,099,08 716,011,97 891,088,1

事業費 985,310,81 219,271,71 776,048

事務費 520,971,8 298,480,7 331,490,1

減価償却費 329,612,7 968,396,8 649,674,1-

国庫補助金等特別積立金取崩額 523,271,6- 523,271,6- 0

サービス活動費用計(2) 720,822,801 569,988,501 260,833,2

サービス活動増減差額(3)=(1)-(2) 387,285,6 597,767 889,418,5

借入金利息補助金収益 215,18 906,59 790,41-

受取利息配当金収益 070,91 325,71 745,1

その他のサービス活動外収益 394,327 516,497 221,17-

サービス活動外収益計(4) 570,428 747,709 276,38-

支払利息 215,18 906,59 790,41-

その他のサービス活動外費用 012,046 007,056 094,01-

サービス活動外費用計(5) 227,127 903,647 785,42-

サービス活動外増減差額(6)=(4)-(5) 353,201 834,161 580,95-

経常増減差額(7)=(3)+(6) 631,586,6 332,929 309,557,5

施設整備等補助金収益 007,962,3 007,962,3 0

その他の特別収益 0 081,041,8- 081,041,8

特別収益計(8) 007,962,3 084,078,4- 081,041,8

固定資産売却損・処分損 1 0 1

国庫補助金等特別積立金取崩額（除却等） 007,962,3- 0 007,962,3-

国庫補助金等特別積立金積立額 007,962,3 0 007,962,3

特別費用計(9) 1 0 1

特別増減差額(10)=(8)-(9) 996,962,3 084,078,4- 971,041,8

当期活動増減差額(11)=(7)+(10) 538,459,9 742,149,3- 280,698,31

前期繰越活動増減差額(12) 043,174,6 785,214,21 742,149,5-

当期末繰越活動増減差額(13)=(11)+(12) 571,624,61 043,174,8 538,459,7

基本金取崩額（14） 0 0 0

その他の積立金取崩額（15） 0 0 0

その他の積立金積立額（16） 000,000,5 000,000,2 000,000,3

次期繰越活動増減差額(17)=(13)+(14)+(15)-(16) 571,624,11 043,174,6 538,459,4

サ
ー
ビ
ス
活
動
増
減
の
部

サ
ー
ビ
ス
活
動
外
増
減
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特
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増
　
減
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繰
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費
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収
益

費
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収
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費
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勘定科目 当年度決算(A) 前年度決算(B) 増減(A)-(B)



第3号の1様式

貸借対照表
平成 28 年  3 月 31 日 現在

社会福祉法人名　社会福祉法人初月保育園運営協議会

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

当年
度末

当年
度末

前年
度末

前年
度末増　　減 増　　減

（単位：円）

流動資産 374,481,23 887,043,92 586,348,2

固定資産 098,321,181 635,808,281 646,486,1-

基本財産 284,044,121 703,230,821 528,195,6-

その他の固定資産 804,386,95 922,677,45 971,709,4

流動負債 677,117,5 130,407,5 547,7

固定負債 240,905,42 852,041,72 612,136,2-

負債の部合計 818,022,03 982,448,23 174,326,2-

純　　資　　産　　の　　部

基本金 651,980,8 651,980,8 0

国庫補助金等特別積立金 410,390,411 933,562,021 523,271,6-

その他の積立金 002,974,94 002,974,44 000,000,5

次期繰越活動増減差額 571,624,11 043,174,6 538,459,4

純資産の部合計 545,780,381 530,503,971 015,287,3

　資産の部合計 363,803,312 423,941,212 930,951,1 　負債及び純資産の部合計 363,803,312 423,941,212 930,951,1



 

 

社会福祉法人 初月保育園運営協議会 定款 

 

 

第１章 総則 

    

（目的） 

第１条 この社会福祉法人（以下「法人」という。）は、多様な福祉サービスがその利用者の意向を尊重 

 して総合的に提供されるよう創意工夫することにより、利用者が、個人の尊厳を保持しつつ、心身と 

 もに健やかに育成されるよう支援する事を目的として、次の社会福祉事業を行う。 

 

（１）第２種社会福祉事業 

  保育所 初月保育園の設置経営 

 

（名称） 

第２条 この法人は、社会福祉法人 初月保育園運営協議会という。 

 

（経営の原則） 

第３条 この法人は、社会福祉事業の主たる担い手としてふさわしい事業を確実、効果的かつ適正に行 

 うため、自主的にその経営基盤の強化を図るとともに、その提供する福祉サービスの質の向上並びに 

 事業経営の透明性の確保を図り、もって地域福祉の推進に努めるものとする。 

 

（事務所の所在地） 

第４条 この法人の事務所を高知県高知市南久万５８番地２に置く。 

 

 

    第２章 役員並びに職員 

 

（役員の定数） 

第５条 この法人には、次の役員を置く。 

（１） 理事 ９名 

（２） 監事 ２名 

２ 理事のうち１名は、理事の互選により、理事長となる。 

３ 理事長は、この法人を代表する。 

４ 役員の選任に当たっては、各役員について、その親族その他特殊の関係がある者が、理事のうちに 

 １名を超えて含まれてはならず、監事のうちにこれらの者が含まれてはならない。 

 

（役員の任期） 



第６条 役員の任期は２年とする。ただし、補欠の役員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 役員は再任されることができる。 

３ 理事長の任期は、理事として残任する期間とする。 

 

（役員の選任等） 

第７条 理事は、理事総数の３分の２以上の同意を得て、理事長が委嘱する。 

２ 監事は、理事会において選任する。 

３ 監事は、この法人の理事、職員及びこれらに類する他の職務を兼任することができない。 

 

（役員の報酬等） 

第８条 役員の報酬については、勤務実態に即して支給することとし、役員の地位にあることのみによ 

 っては支給しない。 

２ 役員には費用を弁償することができる。 

３ 前２項に関し必要な事項は、理事会の議決を経て、理事長が別に定める。 

 

（理事会） 

第９条 この法人の業務の決定は、理事をもって組織する理事会によって行う。ただし、日常の業務と 

 して理事会が定めるものについては理事長が専決し、これを理事会に報告する。 

２ 理事会は、理事長がこれを招集する。 

３ 理事長は、理事総数の３分の１以上の理事又は監事から会議に付議すべき事項を示して理事会の招   

 集を請求された場合には、その請求のあった日から１週間以内にこれを招集しなければならない。 

４ 理事会に議長を置き、議長はその都度選任する。 

５ 理事会は、理事総数の３分の２以上の出席がなければ、その議事を開き、議決することができな

い。 

６ 理事会の議事は、法令に特別の定めがある場合及びこの定款に別段の定めがある場合を除き、理事 

 総数の過半数で決定し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

７ 理事会の決議について、特別の利害関係を有する理事は、その議事の議決に加わることができな

い。 

８ 議長及び理事会において選任した理事２名は、理事会の議事について議事の経過の要領及びその結

果を記載した議事録を作成し、これに署名又は記名押印しなけれがならない。 

 

（理事長の職務の代理） 

第 10 条 理事長に事故あるとき、又は欠けたときは、理事長があらかじめ指名する他の理事が、順次  

 に理事長の職務を代理する。 

２ 理事長個人と利益相反する行為となる事項及び双方代理となる事項については、理事会において選

任する他の理事が理事長の職務を代理する。 

 

（監事による監査） 

第 11 条 監事は、理事の業務執行の状況及び法人の財産の状況を監査しなければならない。 



２ 監事は、毎年定期的に監査報告書を作成し、理事会及び高知市長に報告するものとする。 

３ 監事は、前項に定めるほか、必要があると認めるときは、理事会に出席して意見を述べるものとす

る。 

 

（職員） 

第 12 条 この法人に、職員若干名置く。 

２ この法人の設置経営する施設の長（以下「施設長」という。）は理事会の議決を経て、理事長が任免

する。 

３ 施設長以外の職員は、理事長が任免する。 

 

 

    第３章 資産及び会計 

 

（資産の区分） 

第 13 条 この法人の資産は、これを分けて基本財産を運用財産の２種とする。 

２ 基本財産は、次の各号に掲げる財産をもって構成する。 

  （１）現金預金 １，０００,０００円 

  （２）建物 

    ➀ 所在地  高知市南久万５８番地２、５９番地２、６１番地２ 

    ② 種類   保育園 

    ③ 構造   鉄筋コンクリート造鋼板葺２階建 

    ④ 床面積  １階 ４５４，９８㎡ 

           ２階 ３５０，０６㎡ 

             計８０５，０４㎡ 

３ 運用財産は基本財産以外の財産とする。 

４ 基本財産に指定されて寄附された金品は、速やかに第２項に掲げるため、必要な手続をとらなけれ

ばならない。 

 

（基本財産の処分） 

第 14 条 基本財産を処分し、又は担保に供しようとするときは、理事総数の３分の２以上の同意を得て 

 高知市長の承認を得なければならない。ただし、次の各号に掲げる場合には、高知市長の承認は必要

としない。 

 ➀ 独立行政法人福祉医療機構に対して基本財産を担保に供する場合。 

 ② 独立行政法人福祉医療機構と協調融資（独立行政法人福祉医療機構の福祉貸与が行う施設整備の 

  ための資金に対する融資と併せて行う同一の財産を担保とする当該施設整備のための資金に対する 

  融資をいう。以下同じ。）に関する契約を結んだ民間金融機関に対して基本財産を担保に供する場合 

  （協調融資に係る担保に限る。） 

 

（資産の管理） 



第 15 条 この法人の資産は、理事会の定める方法により、理事長が管理する。 

２ 資産のうち現金は、確実な金融機関に預け入れ、確実な信託会社に信託し、又は確実な有価証券に

換えて、保管する。 

 

（特別会計） 

第 16 条 この法人は、特別会計を設けることができる。 

 

（予算） 

第 17 条 この法人の予算は、毎会計年度開始前に、理事長において編成し、理事総数の３分の２以上

の同意を得なけれがならない。 

 

（決算） 

第 18 条 この法人の事業報告書、財産目録、貸借対照表及び収支計算書は毎会計年度終了後２月以内

に理事長において作成し、監事の監査を経てから理事会の認定を得なければならない。 

２ 前項の認定を受けた書類及びこれに関する監事の意見を記載した書面については、各事務所に備え

て置くとともに、この法人が提供する福祉サービスの利用を希望する者その他の利害関係人から請求 

 があった場合には、正当な理由がある場合を除いて、これを閲覧に供しなければならない。 

３ 会計の決算上繰越金を生じたときは、次会計年度に繰り越すものとする。ただし、必要な場合に

は、その全部又は一部を基本財産に編入することができる。 

 

（会計年度） 

第 19 条 この法人の会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月 31日をもって終わる。 

 

（会計処理の基準） 

第 20 条 この法人の会計に関しては、法令等及びこの定款に定めのあるもののほか、理事会において

定める経理規程により処理する。 

 

（臨機の措置） 

第 21 条 予算をもって定めるもののほか、新たに義務の負担をし、又は権利の放棄をしようとすると

きは、理事総数の３分の２以上の同意がなければならない。 

 

    第４章 解散及び合併 

 

（解散） 

第 22 条 この法人は、社会福祉法第 46条第１項第１号及び第３号から第６号までの解散事由により解

散する。 

 

（残余財産の帰属） 

第 23 条 解散（合併又は破産による解散を除く。）した場合における残余財産は、理事総数の３分の２



以上の同意によって社会福祉法人のうちから選出されたものに帰属する。 

 

（合併） 

第 24 条 合併しようとするときは、理事総数の３分の２以上の同意を得て、高知市長の認可を受けな

ければならない。 

   

 

    第５章 定款の変更 

 

（定款の変更） 

第 25 条 この定款を変更しようとするときは、理事総数の３分の２以上の同意を得て、高知市長の認

可（社会福祉法愛 43条第１項に規定する厚生労働省令で定める事項に係るものを除く。）を受けなけ

ればならない。 

２ 前項の厚生労働省令で定める事項に係る定款の変更をしたときは、遅滞なくその旨を高知市長に届

け出なければならない。 

 

 

    第６章 公告の方法その他 

 

（公告の方法） 

第 26 条 この法人の公告は、社会福祉法人初月保育園運営協議会の掲示板に掲示するとともに、官報

又は高知新聞に掲載して行う。 

 

（施行細則） 

第 27 条 この定款の施行についての細則は、理事会において定める。 

 

    附則 

 この法人の設立当初の役員は、次のとおりとする。ただし、この法人の成立後遅滞なく、この定款に  

基づき、役員の選任を行うものとする。 

  理事長  小松  栄 

  理 事  志和 良子 

  理 事  大﨑 敏明 

  理 事  川澤 信男 

理 事  別役 梅井 

理 事  島本 昌明 

理 事  岡崎 英世 

理 事  中城 智子 

  監 事  岡﨑 英幸 

  監 事  本川 安子 



 

    附 則 

 この定款は、昭和 63年 10 月 24 日から施行する。 

    附 則 

 この定款は、平成６年 10月 26 日から施行する。 

    附 則 

 この定款は、平成 10年７月６日から施行する。 

    附 則 

 この定款は、平成 10年 12 月 21 日から施行する。 

    附 則 

 この定款は、平成 13年３月３日から施行する。 

    附 則 

 この定款は、平成 14年８月９日から施行する。 

    附 則 

 この定款は、平成 14年 12 月 18 日から施行する。 

    附 則 

 この定款は、平成 22年 12 月 27 日から施行する。 

    附 則 

 この定款は、平成 26年 12 月 16 日から施行する。 

     

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


